
208,928

－

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

280,306 286,643

担当部局庁

快適な道路環境等の創造
道路交通の安全性の確保・向上

担当課室 国道・防災課道路局

社会資本整備事業特別会計（道路整備勘定） 上位政策

課長　　深澤　淳志

関係する計
画、通知等

道路法第１３条第１項
道路法第４２条第１項
道路法第５０条第２項

22年度 23年度要求

総事業費(執行ベース) 286,392 280,306 286,643

277,567

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 286,683

支出先・使
途の把握水
準・状況

【維持管理の水準】
平成21年度までは 巡回 清掃 除草 剪定等については 沿道状況 交通状況及び気象状況等を踏まえ それ

基本的に、各地方整備局等において、予算を執行しており、入札及び契約内容の妥当性については、第三者機関である
入札監視委員会等により審議していただいている。
また、維持管理の成果実績については、適確に把握している。

事業番号 3

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者事業開始
年度

昭和３３年度道路事業（直轄・維持管理）

＜平成21年度の実施状況＞
　巡回：原則として1日1回、清掃：年間　0～86回、除草：年間　1～3回、剪定：年間　1～3年間に1回　　等
　道路構造物の点検：５年に１回の橋梁定期点検、　２～５年に１回のトンネル点検　　等
　道路構造物の補修等：点検結果に基づく計画的な橋梁・トンネル等の補修、
  緊急輸送道路上にある橋梁の耐震補強、異常気象時の事前通行規制区間等の防災対策　　等

286,392

執行率 101.3% 101.0% 100.0%

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

－282,606

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

一般国道及び高速自動車国道のうち直轄管理区間（167路線、管理延長約21,760km）を対象に、
　・巡回、清掃、除草、剪定　等
　・構造物の点検、橋梁・トンネル・舗装等の補修・補強、法面・斜面の防災対策　　等
　・道路区域決定、供用開始手続き、承認・占用工事の許認可、通行の禁止又は制限等、監督処分　等
　を実施。

全国の直轄国道（管理延長：約21,760km）について、道路法42条に基づき、「常時良好な状態に保ち、一般交通に支障を
及ぼさないよう」にすることを目的に維持管理を実施。

※ 

補
　
記

自
己
点
検 見直しの

余地

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

※「執行額」には前年度からの繰越額等を含むため、「執行率」が１００％を超える場合がある。

【平成２１年度事業仕分け評価結果】
　・予算要求の縮減（１０～２０％）　（直轄国道の維持管理）
　「本事業については、発注・入札方法の見直し、公益法人の問題、管理水準・基準の見直しをしっかり行うべき。これにより、少なく
とも１０～２０％程度の予算要求の縮減を行う。」

　・平成21年度までは、巡回、清掃、除草、剪定等については、沿道状況、交通状況及び気象状況等を踏まえ、それ
   ぞれ地域の状況に応じて頻度を設定して維持管理を実施。
　・事業仕分けにおいて、管理水準・基準の見直しをしっかり行う等により予算要求を縮減することとされ、平成22年
   度より、通行の安全性に支障のないと考えられる範囲で、全国統一の標準的な維持管理基準を設定。（維持管理
   費は約１割縮減。）
  ・平成22年度は、地域の実情の把握等により、設定した維持管理基準の妥当性について検証していく予定。
【道路構造物の補修等】
　・道路ストックの高齢化が進展することを踏まえ、定期的な点検に基づき計画的・効率的な予防保全対策を推進。
　・道路の法面や斜面対策、橋梁の耐震対策等の防災・震災対策を重点化して実施。
【入札契約方式】
　・入札契約にあたっては、価格競争方式（価格のみで競争）や総合評価方式（価格と技術の双方で競争）を採用
   することを基本。
　・一方で、依然として一者応札の割合いは高いことから、更なる競争性・透明性の向上に努める必要。

※ 

とも１０ ２０％程度の予算要求の縮減を行う。」

※ 



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

※契約ベース 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

A．東北地方整備局 Ｅ．東松島市

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

道路事業費
工事の実施及び工事にかかる調
査・設計・用地取得

37,261 パーキング維持管理委託 5

計 37,261 計 5

橋梁補修工事 427 道路事業費
工事の実施及び工事にかかる調
査・設計・用地取得

63,475

Ｂ．寿建設（株） Ｆ．北海道開発局

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

道路維持工事 232

計 659 計 63,475

Ｃ．個人（イ） Ｇ．（財）北海道道路管理技術センター

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

分かるように記
載） 用地補償 3 道路管理補助業務 1,099

防災点検業務 23

発注者支援業務 485

計 3 計 1,607

道路巡回業務 817 用地補償 11

Ｄ．（社）東北建設協会 Ｈ．個人（イ）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

道路管理補助業務 401

発注者支援業務 488

調査・検討業務 5

計 1,711 計 11

※Ａ～Ｅについては、一番支出の多かった整備局に係るものを代表的に記載



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

Ｉ．(財)建設物価調査会 Ｍ．個人（イ）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

建設資材等価格調査 83 用地補償 10

Ｊ．後志支庁 Ｎ．（財）建設物価調査会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 83 計 10

流雪溝工事負担金 34 建設資材等価格調査 2

Ｋ．沖縄総合事務局 Ｏ．沖縄県

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 34 計 2

道路事業費
工事の実施及び工事にかかる調
査・設計・用地取得

3,771 用地補償 3

計 3,771 計 3

道路維持工事 231 道路事業費 衛星通信設備等にかかる維持管
理

33

Ｌ．南部鋪道（株） Ｐ．本省

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

舗装修繕工事 131

計 361 計 33



計 0 計 0

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 13 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

Ｑ．富士通エフ・アイ・ピー（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

災害用機器整備 13



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 東北地方整備局 37,261 1 （社）東北建設協会 1,711

2 関東地方整備局 31,445 2 （財）海洋架橋・橋梁調査会 154

3 中部地方整備局 29,707 3 （財）道路保全技術センター 129

4 近畿地方整備局 24,069 4 （財）日本気象協会 70

5 九州地方整備局 21,034 5 （社）雪センター 50

6 中国地方整備局 18,844 6 （財）先端建設技術センター 7

7 北陸地方整備局 15,155 7 （財）日本建設情報総合センター 5

8 四国地方整備局 10,542 8 （財）経済調査会 0.9

9 9 （財）建設物価調査会 0.6

10 10 （財）気象業務支援センター 0.5

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 寿建設（株） 659 1 東松島市 5

2 升川建設（株） 605 2 気仙沼市 3

3 國井建設（株） 528 3 大崎市 2

4 （株）小野良組 499 4 栗原市 2

Ａ.地方整備局（８地整）　１８８，０５７百万円 D.公益法人（１２法人）　２，１２７百万円

B.民間企業（５０６社）　３５，１１２百万円 E.地方公共団体（７団体） １３百万円

5 （株）小野工業所 475 5 相馬市 0.2

6 佐藤工業（株） 471 6 福島市 0.1

7 後藤工業（株） 470 7 白石市 0.05

8 （株）橋本店 453 8

9 （株）丸高 436 9

10 （株）鹿内組 424 10

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 イ 3 1 （財）北海道道路管理技術センター 1,607

2 ロ 2 2 （株）ドーコン 1,179

3 ハ 0.8 3 （株）構研エンジニアリング 1,105

4 ニ 0.6 4 北海道ロードメンテナンス（株） 1,011

5 ホ 0.3 5 （株）小田嶋組 773

6 ヘ 0.3 6 （株）開発工営社 768

7 ト 0.2 7 道路工業（株） 565

8 チ 0.1 8 札幌建設運送（株） 564

9 リ 0.1 9 （株）日栄建設 530

10 ヌ 0.1 10 中定建設工業（株） 527

C.個人（２２名）　８百万円 G.民間企業（７９７社）　６２，８９８百万円

※Ｂ～Ｅについては、一番支出の多かった整備局に係るものを代表的に記載 



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 イ 11 1 南部鋪道（株） 361

2 ロ 3 2 （社）沖縄建設弘済会 313

3 ハ 3 3 國幸興發（株） 167

4 ニ 2 4 琉球開発（株） 166

5 ホ 2 5 南洋土建（株） 160

6 ヘ 1 6 大成ロテック（株） 159

7 ト 1 7 沖縄道路メンテナンス（株） 154

8 チ 0.8 8 大日本コンサルタント（株） 149

9 リ 0.8 9 安岡建設（株） 144

10 ヌ 0.8 10 ショーボンド建設（株） 144

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 （財）建設物価調査会 83 1 イ 10

2 （財）日本気象協会 73 2 ロ 7

3 （財）経済調査会 38 3 ハ 6

4 （社）日本建設機械化協会 38 4 ニ 4

5 （財）日本建設情報総合センター 7 5 ホ 2

6 （株）日本能率協会総合研究所 3 6 ヘ 1

7 （財）日本デジタル道路地図協会 3 7 ト 1

8 （財）道路保全技術センター 2 8 チ 0.4

9 （財）建設業技術者センター 0.5 9 リ 0.3

10 （財）東北電気保安協会 0.03 10 ヌ 0.3

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 後志支庁 34 1 （財）建設物価調査会 2

2 余市町 32 2 （財）経済調査会 0.8

3 旭川市 22 3 （財）日本建設情報総合センター 0.5

4 今金町 19 4 （財）日本気象協会 0.4

5 滝川市 17 5 （財）建設業技術者センター 0.2

6 士別市 14 6 （財）道路新産業開発機構 0.2

7 奈井江町 13 7

8 名寄市 12 8

9 猿払村 12 9

10 小樽市 12 10

Ｊ.地方公共団体（６４団体）　２７３百万円 Ｎ.公益法人（６法人）　４百万円

H.個人（３７５名）　５８百万円 Ｌ.民間企業（８２社）　３，７３２百万円

Ｉ.公益法人（１１法人）　２４６百万円 Ｍ.個人（５４名）　３２百万円



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 沖縄県 3 1

2 恩納村 0.04 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 富士通エフ・アイ・ピー（株） 13 1

2 （株）拓和 12 2

3 三和電子（株） 4 3

4 （株）有電社 2 4

5 日本テクニカル・サービス(株） 0.5 5

6 富士通（株） 0.4 6

7 （株）ケーネス 0.1 7

8 8

9 9

10 10

№ 支出先
金額

（百万円）
№ 支出先

金額
（百万円）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

Ｏ.地方公共団体（２団体）　３百万円

Ｑ．民間企業（７社）　３３百万円



直轄国道の維持管理 

維 持：道路の異常等を日常的に確認し、交通に支障を及ぼさないよう対応 

補修等：道路施設や構造物の健全性を確認し、機能を回復及び強化 

巡回 清掃 除草 

除雪 

点検 橋梁補修 耐震補強 

舗装補修 法面・斜面の防災対策 トンネル補修 

剪定 

道路情報モニター監視 

その他管理の例：円滑な交通のための道路情報の収集・提供 
           適正な道路の利用促進のための許認可等 

特車通行申請許可 占用許可申請（立会） 

設備点検 

直轄国道（21,760km）の安全で円滑な通行を確保するため、維持管理を実施 



維持管理の基準 

○平成２１年度まで交通や沿道状況等それぞれの地域の状況に応じて頻度
を設定していた巡回、清掃、除草、除雪等の各作業について、通行の安全性
に支障のないと考えられる範囲で、平成２２年度より全国統一の基準を設定
して運用することなどにより、当初予算ベースで約１割の予算を削減 

 １．巡回     
   原則    ▶１日に１回    
                    
２．清掃 
  路面清掃 ▶年間0～86回※1  
           （H20実績） 
   ※1 福岡市天神地区（3.8km）でポイント的に138回   
      実施している例がある。 

                   
                                                           
  歩道清掃 ▶年間0～20回※２ 

           （H20実績） 
   ※2 ＪＲ新宿駅、渋谷駅周辺でポイント的に 75回 
      実施している例がある。 
     
３．除草 
           ▶年間1～3回 
           （H20実績）  
４．剪定 
           ▶ 年間に1回～3年間に1回   
           （H20実績）  
５．除雪  
  除雪  ▶ ５～１０cmの降雪量で実施      
  凍結防止剤の散布   
      ▶統一した基準なし        
    
 
    

【Ｈ２１】  【Ｈ２２】 

 
→ ▶ 原則 ２日に１回 
             
 
→ ▶ 原則    年間 １２回（三大都市内） 
               年間  ６回（ＤＩＤ地区内）      
                   年間  １回（上記以外） 
 
 

 
→ ▶ 落葉対策を除き、原則実施しない 
        
 
 
 
→ ▶ 原則  年間 １回 
 
 
→ ▶ 高木・低木  原則  ３年間 １回 
          寄植      原則  年間  １回 
  
→ ▶ 原則 ５～１０cmの降雪量で実施 
 
→   ▶ 標準的な散布量を統一     

＜通常巡回の状況＞  ＜路面清掃作業の状況＞  ＜除草作業の状況＞  ＜除雪作業の状況＞ 



道路ストックの予防保全対策 

 ○高度成長期に集中して建設された道路ストックの高齢化が進展。 
 ○橋梁では定期的な点検を行い、点検結果に基づいて早期に損傷を補 
  修する予防保全を実施して長寿命化を図っている。 

出典：道路統計年報（H19.4時点データ） 
    橋長15m以上、対象１箇所において上下線分離している場合も１橋でカウント 

橋梁数約1万橋* *15m以上の橋梁 

約800橋 約3,400橋 約5,800橋 

【直轄国道の建設後５０年以上経過橋梁の割合】 

Ａ 

Ｂ 

Ｓ 

Ｃ 

Ｅ1 Ｅ2 

約2.1万橋 

(４８%) 

(39%) 

(0.2%) 

(５%) 

(0.2%) 

対策が必要な 
橋梁約４７％ 

(８%) 

【直轄国道の橋梁定期点検及び補修の概要】 
■点検 

 ５年に１回の頻度ですべての橋梁で定期的な点検を実施し、 

 対策区分を判定（約27,000橋：2m以上） 

※平成16～20年までに点検を 
  実施した橋梁を対象。 
  （８地整：橋長2m以上） 
   

【H16～20年度の橋梁点検の結果】 
（８地方整備局の集計） 

■補修 

 対策区分の判定に基づき、計画的な補修を実施 

鋼材の腐食 塗装の塗替 床版ひびわれ 床版の補強 



① 

 

【国道７号 暮坪陸橋 （コンクリート橋）：山形県】 
 暮坪陸橋は、塩害による損傷が進み、大規模な修繕、補強を行ったもの

の、短期間（３４年）で架替えることになった。 

①1980年（15年経過） 

主桁にひびわれ 

錆汁が発生 

②1991年（26年経過） 

主桁内部の鋼材が破断 

事後保全の例 

暮坪陸橋 

  橋長：144m 

  建設年：昭和40年（建設から３４年で架替） 

③1991年（26年経過） 
耐荷力確保のために 

新たに２基の支柱を設置 

② 
③ 

クレツボ 



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

特命随契等 
約57億円 
2% 

公益法人  
約116億円 5% 

地方公共団体及び個人 
約7億円 0.2% 

価格競争方式  
約292億円 11% 

総合評価方式  
約2,014億円 79% 

企画競争方式  
約190億円 7% 

入札契約の状況 

○平成２１年度の直轄事業（直轄・維持管理）については、 
 ・約９５％を民間企業が受注。 
 ・価格競争方式又は総合評価方式が基本であり、全体の約９０％。 
 ・しかし、依然として一者応札の割合いは高い状況。 

民間企業 約2,430億円 95% 

約９０％ 

【契約相手方】 

【入札契約方式】 
※契約ベース：約２,５５３億円 

※契約ベース：約２,５５３億円 
【１者応札の状況】 



事業についての論点等

 ○維持管理の水準
　　・平成２１年度まで、巡回、清掃、除草、剪定等の各作業については、沿道状況、交通
　　　状況及び気象条件等を踏まえ、安全面や快適性等の観点からそれぞれの地域の状
　　　況に応じて、頻度を設定して実施してきた。
　　・昨年１１月の事業仕分けにおける議論において、維持管理基準の見直し等により予算
　　　額を縮減することとされ、平成２２年度より、全国統一の標準的な維持管理の基準を
　　　設定し、これに基づく維持管理費の縮減を図っている。
　　・一方で、統一の基準を設定することによって画一的な維持管理になることが懸念され
　　　るため、いかにして、安全性や快適性等、地域の実情に即した維持管理サービスを
　　　提供していくのかが課題。

　○道路構造物の高齢化対策
　　・昨年１１月の事業仕分けにおいて、道路構造物の補修については優先順位付けの基
　　　準を明確にすることなどが議論され、優先度の明確化やコスト縮減により、効率的に
　　　補修を進めていくことが重要である。
　　・一方で、今後、高度経済成長期に集中投資した道路ストックの高齢化が急速に進行
　　することから、厳しい財政状況のもと、いかにして長寿命化を図っていくかが課題。

　○入札契約方式
　　・入札契約制度については、適正な品質の確保、一社応札等の状況を勘案しつつ、競
　　　争性・透明性の確保を図ることが重要である。
　　・平成２２年度以降、更なる改善に向けてどのように取り組んでいくかが課題。

事業名 担当部局庁

論点等説明シート

道路事業（直轄・維持管理） 道路局


